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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成28年９月 平成29年９月 平成30年９月 令和元年９月 令和２年９月

売上高 百万円 1,478 1,398 1,311 1,423 1,256

経常利益又は経常損失

（△）
百万円 33 72 22 68 △29

親会社株主に帰属する当期

純利益又は親会社株主に帰

属する当期純損失（△）

百万円 25 59 12 53 △38

包括利益 百万円 25 59 12 53 △38

純資産額 百万円 1,543 1,603 1,936 1,989 1,951

総資産額 百万円 10,533 10,439 10,618 10,541 10,473

１株当たり純資産額 円 121,881.90 126,589.45 101,550.73 104,345.24 102,332.73

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

円 2,048.05 4,707.54 795.79 2,794.51 △2,012.50

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
円 － － － － －

自己資本比率 ％ 14.7 15.4 18.2 18.9 18.6

自己資本利益率 ％ 1.7 3.7 0.7 2.7 △2.0

株価収益率 倍 － － － － －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
百万円 223 256 127 290 80

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
百万円 △36 △70 △193 △107 △188

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
百万円 △246 △182 169 △174 19

現金及び現金同等物の期末

残高
百万円 94 98 202 211 123

従業員数
人

137 132 126 120 113

（外．平均臨時雇用者数） (49) (51) (59) (74) (77)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．平成30年３月23日付けで320百万円（6,400株）の第三者割当増資を行っております。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については潜在株式が存在していないため記載をしておりませ

ん。なお、第64期については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

４．株価収益率について、当社株式は非上場でありますので記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成28年９月 平成29年９月 平成30年９月 令和元年９月 令和２年９月

営業収入 百万円 1,323 1,253 1,181 1,286 1,158

経常利益又は経常損失

（△）
百万円 31 64 22 63 △24

当期純利益又は当期純損失

（△）
百万円 25 52 13 47 △31

資本金 百万円 633 633 953 953 953

発行済株式総数 株 12,667 12,667 19,067 19,067 19,067

純資産額 百万円 1,575 1,627 1,960 2,008 1,977

総資産額 百万円 10,543 10,443 10,623 10,538 10,453

１株当たり純資産額 円 124,358.65 128,497.37 102,839.23 105,356.53 103,705.79

１株当たり配当額

円

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

円 1,998.53 4,138.72 820.74 2,517.29 △1,650.74

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
円 － － － － －

自己資本比率 ％ 14.9 15.6 18.5 19.1 18.9

自己資本利益率 ％ 1.6 3.2 0.7 2.4 △1.6

株価収益率 倍 － － － － －

配当性向 ％ － － － － －

従業員数
人

112 107 100 94 88

（外．平均臨時雇用者数） (35) (34) (45) (59) (64)

株主総利回り ％ － － － － －

（比較指標：－） ％ (－) (－) (－) (－) (－)

最高株価 円 － － － － －

最低株価 円 － － － － －

　（注）１．営業収入には、消費税等は含まれておりません。

２．平成30年３月23日付けで320百万円（6,400株）の第三者割当増資を行っております。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。なお、第64期については１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．株価収益率、株主総利回り、比較指標、最高株価及び最低株価については、当社株式は非上場でありますの

で記載しておりません。
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２【沿革】

年月 事項

昭和32年６月 「北陸観光開発株式会社」の商号をもって、ゴルフ場の経営を主たる目的とし、資本金8,000万

円にて金沢市に設立

昭和32年10月 片山津ゴルフ倶楽部の発足、白山コース９ホールズ完成

昭和33年９月 白山コース18ホールズ完成

昭和33年10月 第１回増資により資本金9,000万円になる

昭和34年２月 第２回増資により資本金１億2,000万円になる

昭和37年４月 第３回増資により資本金１億8,000万円になる

昭和37年11月 日本海コース９ホールズ増設、27ホールズ完成

昭和38年12月 本店所在地を「金沢市」から「加賀市」に移転

昭和42年８月 日本海コース９ホールズ増設、36ホールズ完成

昭和45年８月 第２白山コース18ホールズ増設、54ホールズ完成

昭和45年10月 片山津ゴルフ倶楽部54ホールズ共通会員制を創設

昭和49年10月 山代山中ゴルフ場18ホールズ完成

昭和53年７月 片山津、山代山中ゴルフ場72ホールズ共通会員制を採用する

昭和55年６月 山代山中ゴルフ場９ホールズ増設、81ホールズ完成

昭和55年６月 第２白山コースを片山津ゴルフ倶楽部の東コースとし、山代山中ゴルフ場の27ホールズを片山津

ゴルフ倶楽部西コースとし、81ホールズ共通会員制

平成２年９月 西コース９ホールズ増設、90ホールズ完成

平成２年11月 片山津ゴルフ倶楽部片山津ゴルフ場54ホールズ、西コースを山代ゴルフ場36ホールズとし、90

ホールズ共通会員制

平成４年４月 片山津ゴルフ場の東コースを加賀コースとし、山代ゴルフ場を山代山中ゴルフ場（あすなろコー

ス・いぬわしコース）に名称を変更

平成11年12月 山代山中ゴルフ場36ホールズ単独会員制を採用する

平成12年４月 第４回増資により資本金３億2,535万円になる

平成14年３月 株式会社西ニューグリルを買収、株式会社グリル片山津に名称を変更し営業を開始（現・連結子

会社）

平成16年４月 片山津ゴルフ場54ホールズ単独会員制を採用する

平成19年３月 第５回増資により資本金６億3,335万円になる

平成30年３月 第６回増資により資本金９億5,335万円になる

令和元年３月 片山津ゴルフ場を白山・加賀・日本海コースとし、山代山中ゴルフ場を西コース（だいにち・あ

すなろ・いぬわし・くろゆりコース）に名称を変更
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社と連結子会社１社で構成されており、ゴルフ場の経営及び附帯

事業として、食堂、コース売店等の経営を行っております。

　なお、当社グループの事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

ゴルフ場経営

　片山津ゴルフ倶楽部は、北陸観光開発株式会社（当社）の一定株数

の所有権ならびに会社が定めた入会保証金を預託した者をもって、会

員制を採用しています。

 

　会員資格については、以下のとおりです。 令和２年９月30日現在

１　正会員

(1）株主会員

①　法人会員　当社の株式３株以上を所有し、且つ、会社が定め

た入会保証金を預託した法人であって、その法人

内の個人名義を登録した者をいう。

2,287名

 

 

②　通常会員　当社の株式３株以上を所有し、且つ、会社が定め

た入会保証金を預託した個人であって、その名義

を登録した者をいう。

 

(2）預託会員　　当社が定めた入会保証金を預託した法人及び個人

であって、名義の登録については、前項に準ず

る。

 

(3）入会金会員　当社が定めた入会金を納入した法人及び個人で

あって、名義の登録については、前項に準ずる。

 

 

２　片山津ゴルフ場単独会員

当社が定めた入会金を納入した法人及び個人であって、名義の

登録については前項に準ずる。

　　　　　　　 727名

 

３　片山津ゴルフ場平日会員

当社が定めた入会金を納入し、且つ、入会保証金を預託した法

人及び個人であって、名義の登録については前項に準ずる。

４　山代山中ゴルフ場単独会員

会社が定めた入会金を納入した法人及び個人であって、名義の

登録については、前項に準ずる。

　　　　　　　　17名

 

 

　　　　　　 1,062名

 

 

 

 

 

  

食堂及びコース売店

経営

　上記、会員及び準会員（ビジター）を対象に飲食の提供を行ってお

ります。

 

　なお、倶楽部ハウス及び食堂、売店等の一部は連結子会社㈱グリル片山津に運営を委託し、倶楽部会員及び会員の

紹介者の使用に供しており、ゴルフ場一切の建物並びに維持経営は倶楽部組織と緊密な連絡を保ちながら北陸観光開

発株式会社がすべての責任を持って行います。しかし、倶楽部活動については、会員の意志に添うよう会社及び倶楽

部会員で構成される理事会において、円滑な運営をいたしております。
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（事業系統図）

　　　　当社グループは単一の事業を営んでおり、事業系統図で示すと次のとおりになります。
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４【関係会社の状況】

(1）親会社

名称 住所
資本金
（千円）

主な事業の内容
議決権の被
所有割合
（％）

関係内容

㈱北國新聞社 金沢市南町 498,000 日刊新聞発行業 40.6
役員の兼任…有

借入金の債務保証…有

 

(2）連結子会社

名称 住所
資本金又は
出資金
（千円）

主要な事業内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

㈱グリル片山津 石川県加賀市 10,000
食堂及びコース

売店経営
100

業務委託契約に基づき、当社の食堂を

運営している。

なお、当社より資金援助を受けてい

る。

役員の兼任…有

　（注）１．債務超過会社。債務超過の金額は令和２年９月末日時点で135,960千円であります。

２．売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主な損益情報等

(1）売上高 151,597千円

(2）経常利益 △5,903千円

(3）当期純利益 △7,597千円

(4）純資産額 △135,960千円

(5）総資産額 53,854千円

 

５【従業員の状況】

当社グループの事業は単一セグメントでありセグメント情報を記載していないため、事業部門別に記載しておりま

す。

(1）連結会社の状況

令和２年９月30日現在
 

事業の部門別等の名称 従業員数（人）

ゴルフ場部門 88 (64)

食堂部門 25 (13)

合計 113 (77)

　（注）従業員数は就業人員（グループ外からのグループ内への出向者を含む）であり、臨時雇用者数は、（　）内に年

間の平均人員を外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 ゴルフ場部門 令和２年９月30日現在
 

区分 人数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

社員 30 47.9 10.9 4,000

キャディ 44 (32) 47.3 11.3 2,587

その他 14 (32) 64.2 20.2 2,508

計 88 (64) 50.2 12.6 3,056

　（注）１．従業員数は就業人員（社外から当社への出向者も含む）であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員

を外数で記載しております。

２．臨時従業員には、臨時キャディ及び日雇い作業員を含んでおります。

３．平均年間給与は、諸手当等を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社グループには労働組合は結成されておりません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（１）経営方針・経営戦略等

　(a)会社の経営方針

　当社グループはゴルフというグローバルなスポーツを通じて、人と人、企業と企業をつなぐ「地域貢献の社交

場」として会員の親睦を図り、ゴルフの発展、普及と会員の本位向上と道義の涵養に資すると共に、明朗健全な

社交機関にすることを目的としております。また、当社株主や会員及びゲストの顧客満足度の向上や信頼構築に

努めることを経営方針としております。

(b)中長期的な経営戦略

　このため、環境の変化に影響を受けることなく安定した利益を生み出せる企業体質が重要と考えております。

①90ホールを有する片山津ゴルフ倶楽部では18ホールズ当たりの会員数は800人余りとなっております。経営安

定のためには会員の増加が不可欠であります。会員の確保は平成23年から新規会員の募集を継続して行ってお

り、今後も推進してまいります。②ここ数年、中小企業の人手不足が問題になっておりますが、当社グループで

も深刻な課題となっており、キャディ雇用条件の改善などに取り組んでおります。③このため、セルフプレー化

への対応として、キャディ代わりとなるナビゲーションシステム導入やカートの更新を実施しました。また、山

代山中ゴルフ場のリニューアルに伴い、名称を「西コース」に変更し、集客の拡大に取り組んでおります。①及

び③については対処すべき課題で詳細を掲載しております。

（２）経営環境及び対処すべき課題

今後の当社グループを取り巻く経営環境を展望すると、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、経済が

急速に減退し、日常生活が制限されるなど、極めて厳しい環境が続いております。ゴルフ業界においても、新型

コロナウイルス感染症の影響を受け、入場者数は大幅な減少となり、依然として厳しい環境にあります。

　このような状況の中で当社グループは引き続き、業務改善、合理化をすすめ、全社員挙げてのサービス体制強

化など一層の業績向上を目指してゆくべきと考えております。全国規模の知名度やブランド感を大切にし、今後

も①新規募集での会員数増加②キャディ獲得のための雇用改善③セルフプレーコースでの稼働率アップなど、多

方面からの対策で顧客獲得に努めてゆくべきと考えております。

　具体的に上記①は今期103件と前期より減少しましたが順調に推移しており、引き続き会員数の増加に努めま

す。②については新規キャディの獲得を今後も続けてゆきます。③についてはナビゲーションシステムの導入を

活かしたセルフプレーを一部受け入れることで、白山コース、加賀コースの稼働率が上がり、リニューアルした

西コース（山代山中ゴルフ場から名称変更）ではオープン記念イベントを企画し、それ以降、入場者が増加して

おり、新型コロナウイルス感染症の影響を受けなかった３月までは前期に比べ4,025名の来場者増になりました。

しかしながら、緊急事態宣言などを受け、大型コンペのキャンセルが相次ぎ、通年では前期に比べ3,973名減少

し、83,444名となりました。

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　新型コロナウイルス感染症の影響は今しばらく続くものと想定しており、企業関係のコンペや県外からの来場

者数の回復が見えない状況でありますが、これまで通り、クラブハウス内での感染拡大防止策を徹底し、安全な

ゴルフ場として、皆様に安心してご来場いただけるように取り組んでまいります。まず、入場者数の回復を第一

に、大型コンペの復活や新規コンペの誘致活動を行うほか、魅力あるキャンペーン企画を実施してまいります。

今後とも会員制ゴルフ倶楽部として基盤強化を進めながらより多くのプレーヤーのニーズにお応えできる体制を

整えたいと考えております。

 

２【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性のあると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1)ゴルフ場の自然環境に係わるものについて

　当社グループの運営する片山津ゴルフ場は松林でセパレートされたシーサイドコースで、近年松喰い虫の被害によ

る松枯れが拡大しております。その対策費用は今後も増加する傾向にあると思われます。

　対策として空中散布に変わる、地上からの薬剤散布車による集中散布はその効果が出ておりますが、今期の伐採本

数は横ばいでありました。今後は植樹などでコースの景観を取り戻していくための費用が必要と考えております。今

期については日本海コースに抵抗性のクロマツの苗木を300本植樹しております。
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(2)競合等の影響について

　近隣のゴルフ場では、会社更生法や民事再生法が適用されたゴルフ場が多く、借入金等債務負担が軽減されたこと

でかなりの低料金での集客が可能となっております。このままの状況が続けば、低価格競争が激化し、当社の業績に

悪影響を及ぼす可能性があります。

　対策として、他のゴルフ場との差別化を目指した、高品質のコース管理、サービスなど提供する一方で、ナビゲー

ション付きカートでのセルフプレーのコースでは、比較的安価で魅力あるキャンペーンなどを企画し幅広いプレー

ヤーの獲得を目指しております。

(3)入会保証金の返還について

　会員の預託金として預っている入会保証金5,953百万円及び入会登録保証金694百万円が返還請求可能となっており

ます。預託者の請求が多くなれば、当社の資金繰りに悪影響を及ぼす可能性があります。これに関しては金融機関に

十分な借入枠を有しており、今のところ大きな影響はございません。

　なお、当連結会計年度において返還した額は入会保証金138百万円、入会登録保証金21百万円となっております。

(4)新型コロナウイルス感染症拡大の影響について

　新型コロナウイルス感染症による感染拡大の不安は緊急事態宣言を受けてから経済が急速に減退しており、一旦は

様々な経済支援策により落ち着いたかに思われますが、この影響はしばらく続くものと考えております。

　対策として、クラブハウス内のアルコール消毒や飛沫防止板など感染拡大防止策を徹底し、安心して来場いただけ

る安全なゴルフ場すべく努めております。また、新型コロナ感染症特別貸付や支援助成金などの交付も受けておりま

す。

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社、連結会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

①財政状況及び経営成績の状況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、経済が急速に減退し、日

常生活が制限されるなど、極めて厳しい環境が続いております。

　このような環境の中、当グループは新規顧客の獲得並びに新規会員の獲得に努力してきました。また、山代山中

ゴルフ場の名称変更を行い、以前の呼称である「西コース」として、３月からリニューアルオープンし、予約数を

増加させることが出来ました。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響は緊急事態宣言を機に、大型コン

ペの相次ぐキャンセルなどで入場者は激減し、６月までの入場者は前年に比べ5,727名減少いたしました。

　通年の入場者数については、前期比3,973名減の83,444名となりました。

　この結果、当連結会計年度の財政状態及び経営成績は、以下のとおりとなりました。

 

a.財政状態

　当連結会計年度末の総資産合計は前連結会計年度に比べ67百万円（0.6％）減少し、10,473百万円となりまし

た。

　当連結会計年度末の負債合計は前連結会計年度に比べ29百万円（0.3％）減少し、8,522百万円となりました。

　当連結会計年度末の純資産合計は前連結会計年度に比べ38百万円（1.9％）減少し、1,951百万円となりました。

b.経営成績

　当連結会計年度の経営成績は、売上高1,256百万円（前年同期比11.7％減）、営業損失は49百万円で前期は49百

万円の営業利益でした。経常損失は29百万円で前期は経常利益68百万円、親会社株主に帰属する当期純損失は38百

万円となり、前期は親会社株式に帰属する当期純利益53百万円でした。

 

　当社グループの事業は単一セグメントでありセグメント情報を記載していないため、事業部門別に示した経営成

績は次のとおりであります。

　ゴルフ場部門では、新規会員の入会金は減少し、また、新型コロナウイルス感染症の影響で入場者数の減少によ

り営業収入1,138百万円（前期比9.7％減）となりました。

　食堂部門では、入場者数の減少、大型コンペのキャンセルに伴うコンペパーティーの減少に伴い、売上高117百

万円（前期比27.6％減）となりました。
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　　あ）入場者及び収入の実績

　　　(1）入場者実績

　当連結会計年度の入場者実績ならびに増減比較は次のとおりであります。

区分 営業日数及び入場者数 前年同期比（％）

営業日数（日） 309 5.1

メンバー（人） 41,466 12.5

ビジター（人） 41,978 △17.0

計（人） 83,444 △4.5

　　い）収入の実績

　当社グループの事業は単一セグメントでありセグメント情報を記載していないため、事業部門別に示した収入実

績は次のとおりであります。

区分 売上高（千円） 前年同期比（％）

ゴルフ場部門 1,138,890 △9.7

食堂部門 117,370 △27.6

計 1,256,261 △11.7

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、新型コロナウイルス感染症の影響で

業績が悪化し、税金等調整前当期純損失30百万円（前年は58百万円の税金等調整前当期純利益）となり、西コース

リニューアルに伴う固定資産の取得や預託金の返還などがあり、当連結会計年度末には123百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は80百万円で前年同期より210百万円減少しております。これは主に、業績の悪化

や未払金の減少によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出した資金は188百万円で前年同期より80百万円増加しております。これは固定資産の設備投

資の増加によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、19百万円で前年同期は174百万円の支出でした。これは主に新型コロナウイル

ス感染症特別貸付制度による長期借入金によるものです。

 

(２)経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

①当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　a.経営成績等

　1）財政状態

（資産合計）

　当連結会計年度末の総資産合計は、前年同期比で67百万円（0.6％）減少し、10,473百万円となりました。流動資

産では前年同期比で67百万円（21.4％）減少し、249百万円となりました。これは主に現金及び預金の減少によるも

のです。固定資産では、構築物等新規資産の取得など前年同期比で2百万円（0.0％）増加し、10,222百万円となりま

した。

（負債合計）

　当連結会計年度末の負債合計は、前年同期末比で29百万円（0.3％）減少し、8,522百万円となりました。流動負債

では未払消費税等などの減少により前年同期末比で23百万円（1.6％)減少し、1,428百万円となりました。固定負債

では新型コロナウイルス感染症特別貸付制度を利用した長期借入を行いましたが、入会保証金の返還など、前年同期

末比で5百万円（0.1％）減少し、7,093百万円となりました。
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（純資産合計）

　当連結会計年度末の純資産合計は、業績の悪化により、前年同期末比で38百万円（1.9％）の悪化で1,951百万円と

なりました。この結果、自己資本比率は、前年同期末の18.9％から18.6％となりました。

 

　2）経営成績

　当連結会計年度の経営成績は、前連結会計年度に比べ、冬期の天候に恵まれ、また、西コースのリニューアルによ

り、３月までは入場者が増加しました。しかし、新型コロナウイルス感染症の影響によりキャンセルが相次ぎ、４月

から６月までの３か月間で前期比9,752名減少となり大幅な減収となりました。石川県民限定宿泊割や各種キャン

ペーン企画などを実施し、８月以降は回復の兆しが見え始め、継続中の片山津ゴルフ場単独会員の会員権販売もなん

とか目標を達成しましたが、売上高は1,256百万円（前年同期比11.7％減）となりました。費用面では、人件費で入

場者数の減少に伴い、キャディ料などが減少しました。物件費でも感染症拡大防止のため、浴場の利用を一定期間中

止したことと原油価格の下落により、水道光熱費が減少し、経費では会員権の販売で自社の取り扱い件数が増えたこ

とで委託先への手数料が減少しました。結果、営業損失49百万円（前期は営業利益49百万円）、経常損失29百万円

（前期は経常利益68百万円）となりました。また、新型コロナウイルス感染症の影響で先行きが不透明なことから、

前連結会計年度に計上した繰延税金資産の回収可能性を慎重に検討し、全額取り崩したことから、親会社株主に帰属

する当期純損失は38百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純利益53百万円）となりました。

 

　3）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況につきましては、「（１）経営成績等の状況の概要　②キャッシュ・

フローの状況」に記載のとおりであります。

 

　経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　２事業等のリスク」に記載されている

とおりであります。

　当社グループは、このような状況を踏まえて、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を徹底し、安全なゴルフ場

経営に努め、さらなる経営改善計画を策定し、新規募集による会員の増加、セルフコースの新規企画によるオープン

コンペ等の拡大など幅広いゴルファーに喜ばれるよう努め、株主ならびに会員各位のご期待にお応えする所存であり

ます。

　b.資本の財源及び資金の流動性

　当社グループの運転資金需要の主なものは、ゴルフ場のコース管理維持費、借地料、一般管理費などのほか、預託

金の返還があり、設備資金需要としてはカートの導入や施設の更新などがあります。

　当社グループの事業活動の維持拡大に必要な資金を安定的に確保するため、金融機関からの借入を行っており、運

転資金及び設備資金につきましては子会社を含め当社において一元管理しております。また、金融機関には充分な借

入枠を有しております。平成30年３月には第三者割当による増資を行っており、ゴルフ場運営に資する新設備の導入

や施設のリニューアルの原資とさせていただいております。このように当社グループは事業の拡大や自己資本の充実

による経営基盤の安定を図っております。

②重要な会計の見積り及び当該見積もりに用いた仮定

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財務諸表を作成するにあたり重要となる見積りは、退職給付に係る負債についてであります。これ

については一定の会計基準の範囲内で見積りが行われておりますが、見積りには不確実性が伴うため、実際の結果は

これらと異なることがあります。

　その他重要な会計方針は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項　連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとおりであります。

 

 

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

５【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループはゴルフ場部門でクラブハウスの冷暖房設備や火災報知設備などの更新やパソコン端末更新を行い、

西コース（旧名称：山代山中ゴルフ場）のリニューアルに伴う乗用カート路の布設工事、ロッカーの更新など総額

190,705千円の投資を実施いたしました。

　なお、当社グループの事業は単一のセグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

令和２年９月30日現在
 

事業所名
（所在地）

項目 設備の内容 面積（㎡） 帳簿価額（千円） 従業員数（人）

片山津ゴルフ場

（加賀市新保町）

 

建物 その他の設備  579,663

76

(52)

構築物 〃  3,173,980

機械及び装置 〃  47,445

車両及び運搬具 〃  44,489

器具及び備品 〃  132,836

土地

石川県加賀市新

保町山林ほか

(新保町田ほか)

2,055,239

(118,198)
1,081,670

リース資産 〃  32,923

小計    5,093,009

山代山中ゴルフ場

（加賀市永井町）

建物 その他の設備  460,922

12

(12)

 

構築物 〃  2,792,716

機械及び装置 〃  29,221

車両及び運搬具 〃  5,881

器具及び備品 〃  25,070

土地

石川県加賀市永

井町山林ほか

(福井県あわら市

　吉崎町山林ほか)

1,676,687

(286,739)
1,738,138

リース資産 その他の設備  988

小計    5,052,938

合計   

 
3,731,926

(404,397)
　10,145,947

 

88

(64)

 

　（注）１．面積の（　）内は賃借中のものであり、外数であります。

２．従業員数の(　)内は、臨時従業員数であり、外数であります。
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(2）国内子会社

令和２年９月30日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

項目 設備の内容 帳簿価額（千円） 従業員数（人）

㈱グリル片山津

片山津ゴルフ倶楽

部

（加賀市新保町）

車両及び運搬具 その他の設備 0 25

(13)

 器具及び備品 生産設備 0

合計    0
25

(13)

（注）従業員数の(　)内は、臨時従業員数であり、外数であります。

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。計画は提出会

社を中心に策定しており、グループ会議において調整を図っております。

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,000

計 26,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（令和２年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（令和２年12月24日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,067 19,067 該当事項なし
当社は単元株制度

は採用しておりま

せん。

計 19,067 19,067 － －

　　（注）すべての発行済株式は譲渡制限株式であり、譲渡には取締役会の承認が必要となります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年３月23日

（注）
6,400 19,067 320,000 953,350 － 31,950

　（注）第三者割当

発行価格　　　 50,000円

資本組入額　　 50,000円

主な割当先　　 ㈱北國新聞社、小松精練㈱（現　小松マテーレ㈱）、清水建設㈱、㈱北國銀行、三谷産業㈱、

大京㈱、東野産業㈱ほか４社

 

（５）【所有者別状況】

令和２年９月30日現在
 

区分

株式の状況

単元未満株
式の状況政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 17 2 393 1 1 505 919 －

所有株式数

（株）
－ 849 6 15,260 6 6 2,940 19,067 －

所有株式数の

割合（％）
－ 4.5 0.0 80.0 0.0 0.0 15.4 100 －

 

（６）【大株主の状況】

  令和２年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社北國新聞社 金沢市南町2－1 7,748 40.6

小松マテーレ株式会社 能美市浜町ヌ167 1,054 5.5

大京株式会社 小松市串町工業団地1-1 857 4.5

株式会社北國銀行 金沢市広岡町2-12-6 762 4.0

東野産業株式会社 加賀市動橋町ウ2 684 3.6

清水建設株式会社 中央区京橋2-16-1 612 3.2

三谷産業株式会社 金沢市玉川町1-5 400 2.1

北陸放送株式会社 金沢市本多町3-2-1 320 1.7

北陸鉄道株式会社 金沢市割出町556 308 1.6

株式会社小松製作所 港区赤坂2-3-6 242 1.3

株式会社大和 金沢市片町2-2-5 220 1.2

計 － 13,207 69.3

 

 

EDINET提出書類

北陸観光開発株式会社(E04618)

有価証券報告書

15/58



（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和２年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　19,067 19,067 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 19,067 － －

総株主の議決権 － 19,067 －

 

②【自己株式等】

令和２年９月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

３【配当政策】

当社は安定配当を基本方針としております。

当社は年１回期末配当として剰余金の配当を行うことを基本方針としており、剰余金の配当の決定機関は株主総

会であります。当社は、「毎年９月30日を基準日として期末配当を行うほか基準日を定めて中間配当することがで

きる」旨を定款に定めております。この場合の決定機関は取締役会であります。

当事業年度の配当につきましては、先行きについて不透明な部分もあります。よって誠に遺憾ながら前事業年度

と同様に無配とさせていただきました。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

　当社では、ゴルフ場の経営を行っており、倶楽部活動では当社及び倶楽部会員で構成する理事会において円滑な運

営をいたしております。

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社は、株主や倶楽部会員及び多くのゴルファーから信頼される企業を目指す上でコーポレート・ガバナンスへの

取り組みは重要な課題のひとつと位置づけており、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる意思決定、経営の健

全性、効率性及び透明性を高めていきたいと考えております。

（会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況）

　①　取締役会

　当社の取締役会は、取締役10名（内、社外取締役５名）で構成されており、年4回開催し、経営上の問題に対

処しております。

　②　監査役

　当社では監査役２名（内、社外監査役１名）で、取締役会への出席や業務、財産状況の調査等を通じ、会計監

査及び業務監査の実効性を確保しております。

③　管理体制全体図

④　取締役の定数

　当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。

⑤　取締役の選任の決議要件

　当社は取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数の決議によって選任する旨定款に定めております。

⑥　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項の定めによる決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、

株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするもの

であります。

⑦　株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

　会社法第423条第１項による取締役及び監査役（取締役及び監査役であった者を含む）の責任について、同法

第426条の規定の要件を満たす場合には、同法第425条第１項の規定により免除することができる額を限度として

免除することができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役がその期待される役割を十分に発揮

できるようにすることを目的とするものです。

（役員報酬の内容）

　当社の取締役及び監査役に対する報酬の内容は次のとおりです。

取締役の年間報酬総額 14,044千円 ３名　　　（社外取締役　　－千円）

監査役の年間報酬総額 747千円 １名　　　（社外監査役　　－千円）

 

（提出会社の子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況）

　子会社である、㈱グリル片山津の業務の適正を確保するため、当社からの役員が３名兼任しております。また、

業績報告が毎月あり、経営上の問題に対処しております。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性12名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長
北川　勝義 昭和28年４月30日生

 
 
昭和55年４月

平成14年12月

平成25年１月

平成26年４月

平成28年12月

 
平成30年４月

 
令和２年６月

 

 
㈱北國新聞社　入社

同社　事業局事業部長

当社　業務部長

片山津ゴルフ倶楽部支配人

当社　取締役片山津ゴルフ倶楽部

支配人

当社　専務取締役片山津ゴルフ倶

楽部支配人

当社　代表取締役社長片山津ゴル

フ倶楽部支配人(現任）
   

(注)３ －

取締役 久保　幸男 昭和32年８月７日生

 
平成３年８月 ㈱北國新聞社入社

平成20年１月 同社　事業局次長

平成24年12月 当社　専務取締役

平成28年１月 ㈱北國新聞社　執行役員

平成29年３月

平成30年３月

 
平成30年４月

同社　取締役事業局長（現任）

片山津ゴルフ倶楽部　理事（現

任）

当社　取締役（現任）

 

(注)３ －

取締役 中山　賢一 昭和16年８月19日生

 
昭和39年11月 小松精練㈱入社

昭和56年４月 同社　営業本部販売部長

昭和58年６月 同社　取締役販売部長

昭和60年６月 同社　常務取締役

昭和62年６月 同社　代表取締役社長

平成２年３月 片山津ゴルフ倶楽部理事（現任）

平成15年６月 小松精練㈱　代表取締役会長

平成18年６月 同社　代表取締役会長兼社長

平成18年12月 当社　取締役（現任）

平成21年６月

 
令和元年９月

令和２年６月

小松マテーレ㈱（商号変更）　代

表取締役会長

同社　代表取締役会長兼社長

同社　代表取締役会長（現任）
 

(注)３ －

取締役 櫻井　伸一 昭和19年12月18日生

 
昭和43年４月 北陸放送㈱入社

平成７年４月 同社　営業局開発部長

平成12年４月 同社　総務局長兼経理部長

平成13年６月 同社　取締役総務局長兼経理部長

平成17年６月 同社　常務取締役

平成20年６月 同社　専務取締役

平成26年４月 同社　代表取締役会長（現任）

平成26年12月

平成27年４月

当社　取締役（現任）

片山津ゴルフ倶楽部理事（現任）
 

(注)３ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 濱崎　英明 昭和29年６月25日生

 
昭和53年４月 ㈱北國銀行入行

平成16年10月 同行　駅西エリア統括店長兼問屋

町支店長

平成18年６月 同行　松任エリア統括支店長兼松

任支店長

平成19年６月 同行　執行役員金沢中央エリア統

括支店長兼金沢中央支店長

平成21年６月 同行　取締役兼執行役員営業統括

部長

平成24年６月 同行　常務取締役兼執行役員営業

統括部長

平成27年12月 当社　取締役（現任）

平成28年４月

令和２年６月

㈱北國銀行　専務取締役

同行　代表取締役会長（現任）
  

(注)３ －

取締役 寺口　時弘 昭和30年１月30日生

 
昭和53年４月

平成19年５月

平成23年５月

平成27年５月

平成29年12月

㈱大和入社

同社　取締役

同社　常務取締役

同社　代表取締役専務（現任）

当社　取締役（現任）
 

(注)３ －

取締役 宮岸　武司 昭和30年９月25日生

 
昭和57年５月 北陸鉄道㈱入社

平成18年７月 同社　自動車部長

平成19年６月 同社　取締役自動車部長

平成27年６月 同社　常務取締役・営業統括兼自

動車部長兼開発事業部長

令和元年６月 同社　代表取締役専務・統括兼企

画部・監査室・人事部・開発事業

部担当

令和２年６月

令和２年12月

同社　代表取締役社長（現任）

当社　取締役（現任）
 

(注)３ －

取締役 砂塚　隆広 昭和33年７月７日生

 
昭和56年４月

平成10年４月

平成11年11月

平成12年４月

平成16年４月

平成23年３月

平成26年３月

平成26年10月

平成27年12月

令和２年２月

 
令和２年12月

㈱北國新聞社入社

同社　東京支社報道部長

同社　営業局広告部長

同社　社長室広報部長

同校　広告局長

同社　取締役営業局長

同社　常務取締役営業局長

同社　常務取締役

当社　取締役

㈱北國新聞社　専務取締役（現

任）

当社　取締役（現任）
   

(注)３ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 吉田　仁 昭和38年11月21日生

 
昭和61年４月 ㈱北國新聞社入社

平成16年８月 同社　編集局社会部長

平成18年１月 同社　編集局経済部長

平成22年４月 同社　社長室長

平成24年４月 同社　総務局長

平成26年９月 同社　営業局長

平成27年６月 同社　営業事業局長

平成18年10月 同社　編集局長

平成29年３月

平成31年１月

 
令和元年12月

令和２年１月

 
令和２年２月

同社　取締役編集局長

同社　取締役出版・制作担当（現

任）

当社　取締役（現任）

㈱北國新聞社　取締役販売局長(現

任）

片山津ゴルフ倶楽部　理事（現

任）
 

(注)３ －

取締役 新田　泰彦 昭和40年11月２日生

 
昭和63年４月 ㈱北國新聞社入社

平成26年１月 同社　総務局財務部長

平成26年９月 同社　販売局販売業務部長

平成27年１月

平成27年８月

 
平成29年12月

令和元年12月

同社　総務局総務人事部長

金沢ケーブルテレビネット㈱　営

業部長

当社　総務部長

当社　取締役総務部長（現任）
  

(注)３ －

 

EDINET提出書類

北陸観光開発株式会社(E04618)

有価証券報告書

20/58



 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役 北川　義信 昭和19年10月24日生

 
昭和42年４月

昭和44年12月

日本瀝青工業㈱入社

北川ヒューテック㈱入社

昭和52年８月

昭和61年７月

平成元年８月

平成12年３月

平成19年６月

同社　常務取締役

同社　専務取締役

同社　代表取締役社長

片山津ゴルフ倶楽部理事（現任）

北川ヒューテック㈱代表取締役会

長（現任）

平成20年５月

平成22年11月

平成24年８月

平成26年５月

平成27年12月

平成29年11月

平成30年６月

令和元年７月

(社)石川県建設業協会会長

金沢商工会議所副会頭（現任）

(社)全国建設産業団体連合会会長

(社)全国建設業協会副会長

当社　監査役（現任）

石川県民謡協会会長（現任）

石川県防衛協会会長（現任）

石川県警察官友の会会長（現任）
 

(注)４ －

監査役 太茂野　直利 昭和29年５月５日生

 
平成元年５月 ㈱北國新聞社入社

平成18年１月 同社　販売局長

平成20年４月 財団法人北國文化センター理事長

平成22年６月

平成22年12月

平成24年３月

平成24年３月

 
平成24年６月

平成25年１月

 
平成25年３月

 
平成25年５月

 
平成31年３月

令和元年12月

金沢ケーブルネット㈱　副社長

当社　取締役財務担当

㈱北國新聞社　執行役員財務担当

学校法人金沢学院大学　常務理

事・評議員

金沢学院大学学長補佐（現任）

学校法人金沢学院大学　副理事

長・評議員（現任）

金沢学院短期大学学長補佐（現

任）

石川県私立学校審議会委員（現

任）

㈱北國新聞社　監査役（現任）

当社　監査役（現任）

 

(注)４ －

   計  －

 

 

（注）１.取締役　中山　賢一、宮岸　武司、櫻井　伸一、濱崎　英明及び寺口　時弘は社外取締役です。

　　　２.監査役　北川　義信は社外監査役です。

　　　３.令和２年12月24日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

　　　４.令和元年12月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

 

②　社外役員の状況

　当社の社外取締役である中山　賢一は、当社が運営する片山津ゴルフ倶楽部（以下当倶楽部）の会員で理事を務

められており、当社の株式1,054株を所有する小松マテーレ㈱の代表取締役会長であります。宮岸　武司は当倶楽

部の会員で、当社の株式308株を所有する北陸鉄道㈱の代表取締役社長であります。櫻井　伸一は当倶楽部の会員

で理事を務められており、当社の株式320株を所有する北陸放送㈱の代表取締役会長であります。濱崎　英明は当

倶楽部の会員で当社の株式762株を所有する㈱北國銀行の代表取締役会長であります。寺口　時弘は当社の株式220

株を所有する㈱大和の代表取締役専務であります。

　当社の社外監査役である北川　義信は当倶楽部の会員で理事を務められております。
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（３）【監査の状況】

　①　監査役監査の状況

　当社における監査役は２名（内、社外監査役１名）で、取締役会への出席や業務、財産状況の調査等を通じ、

会計監査及び業務監査の実効性を確保しております。なお、監査役太茂野直利は、当社の取締役財務担当に平成

22年12月から平成29年12月まで在籍しておりました。

監査役の取締役会出席状況は以下のとおりです。

北川義信　４回開催中、４回出席、太茂野直利　４回開催中、４回出席

主な検討事項は、代表取締役並びに役付取締役の選任や経理報告、ゴルフ場の利用料金の件などに関してのご

意見をいただきました。

②　内部監査の状況

　内部監査部門はありません。

③　会計監査の状況

a.　監査法人の名称

太陽有限責任監査法人  

b.　継続監査期間

　15年間

c.　業務を執行した会計士

　五十嵐　忠

d.　監査業務に係る補助者の構成

　当社の監査業務に係る補助者の構成は公認会計士２名、その他２名であります。

e.　監査法人の選定方法と理由

　当社は会計監査人の選定に際し、監査法人の監査能力、品質管理状況、独立性や費用面及びゴルフ事業分野へ

の理解度等を総合的に判断しております。

④　監査報酬の内容等

a.　監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 4,500 － 4,500 －

連結子会社 － － － －

計 4,500 － 4,500 －

b.監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（a.を除く）

　該当事項はありません。

c.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

d.監査報酬の決定方針

　当社は明確に監査報酬の決定方針を定めてはおりませんが当社の事業規模、事業内容及び監査日数を勘案

し、監査報酬を決定しております。

e.監査役が会計監査人の報酬等に同意した理由

　会計監査人に対する報酬等に対して監査役は、当社の規模、業務の特性及び監査日数等を勘案し、妥当で

あると判断しております。

⑤　監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容

　該当事項はありません。

（４）【役員の報酬等】

　当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。

　なお、役員報酬の内容につきましては、「４　コーポレート・ガバナンスの状況等　（１）コーポレート・

ガバナンスの概要」に記載しております。

 

（５）【株式の保有状況】

　当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1)　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号）に基づいて作成しております。

 

 

(2)　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により、財務諸表を作成しており

ます。

 

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（令和元年10月１日から令和２年９月30

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（令和元年10月１日から令和２年９月30日まで）の財務諸表について、太陽有限

責任監査法人の監査を受けております。

 

３．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について
　当社は、会計基準等の内容を適切に把握し、または会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を

整備するため、監査法人との連携や各種セミナー等への参加を行っており、適正化に努めています。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(令和元年９月30日)

当連結会計年度
(令和２年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 211,264 123,000

営業未収入金 88,084 98,991

商品 6,596 7,649

原材料及び貯蔵品 7,288 7,159

その他 12,767 21,689

貸倒引当金 △8,243 △8,603

流動資産合計 317,758 249,887

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※１ 15,115,409 ※１ 15,305,532

減価償却累計額 △8,194,962 △8,298,249

建物及び構築物（純額） 6,920,447 7,007,282

機械装置及び運搬具 980,502 982,807

減価償却累計額 △834,726 △855,770

機械装置及び運搬具（純額） 145,776 127,037

土地 2,819,809 2,819,809

リース資産 160,840 139,900

減価償却累計額 △106,465 △105,988

リース資産（純額） 54,374 33,911

建設仮勘定 55,080 －

その他 1,029,694 1,054,042

減価償却累計額 △896,445 △896,136

その他（純額） 133,249 157,906

有形固定資産合計 10,128,737 10,145,947

無形固定資産   

借地権 67,618 67,618

その他 3,587 4,559

無形固定資産合計 71,205 72,178

投資その他の資産   

出資金 1,730 1,730

取引保証金 88 88

長期前払費用 10,206 1,458

繰延税金資産 6,505 －

その他 1,375 1,243

投資その他の資産合計 19,905 4,519

固定資産合計 10,219,848 10,222,645

繰延資産   

株式交付費 3,798 1,285

繰延資産合計 3,798 1,285

資産合計 10,541,406 10,473,818
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(令和元年９月30日)

当連結会計年度
(令和２年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 9,204 6,194

短期借入金 1,270,000 1,270,000

リース債務 22,100 18,556

未払金 80,796 99,655

未払費用 11,452 10,699

未払法人税等 15,044 1,980

未払消費税等 28,264 6,891

預り金 15,807 14,848

流動負債合計 1,452,669 1,428,824

固定負債   

長期借入金 － 160,000

リース債務 36,624 18,067

退職給付に係る負債 255,412 268,248

入会保証金 6,092,150 5,953,500

入会登録保証金 715,000 694,000

固定負債合計 7,099,186 7,093,815

負債合計 8,551,855 8,522,640

純資産の部   

株主資本   

資本金 953,350 953,350

資本剰余金 31,950 31,950

利益剰余金 1,004,250 965,878

株主資本合計 1,989,550 1,951,178

純資産合計 1,989,550 1,951,178

負債純資産合計 10,541,406 10,473,818

 

EDINET提出書類

北陸観光開発株式会社(E04618)

有価証券報告書

25/58



②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成30年10月１日
　至　令和元年９月30日)

当連結会計年度
(自　令和元年10月１日
　至　令和２年９月30日)

売上高 1,423,163 1,256,261

売上原価 1,160,129 1,091,933

売上総利益 263,034 164,327

一般管理費 ※１ 213,218 ※１ 214,076

営業利益又は営業損失（△） 49,815 △49,748

営業外収益   

受取利息 2 1

受取配当金 3 3

損害保険金 16,351 4,899

受取賃貸料 3,036 3,173

受取報奨金 1,127 1,223

助成金収入 － 13,439

その他 2,837 2,099

営業外収益合計 23,358 24,839

営業外費用   

支払利息 4,076 4,123

その他 714 237

営業外費用合計 4,791 4,361

経常利益又は経常損失（△） 68,382 △29,271

特別損失   

固定資産売却損 ※２ 6,445 ※２ －

固定資産除却損 ※３ 3,069 ※３ 1,425

特別損失合計 9,515 1,425

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△）
58,867 △30,697

法人税、住民税及び事業税 12,090 1,169

法人税等調整額 △6,505 6,505

法人税等合計 5,584 7,675

当期純利益又は当期純損失（△） 53,282 △38,372

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△）
53,282 △38,372

 

【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　平成30年10月１日
　至　令和元年９月30日)

当連結会計年度
(自　令和元年10月１日
　至　令和２年９月30日)

当期純利益又は当期純損失（△） 53,282 △38,372

包括利益 53,282 △38,372

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 53,282 △38,372

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成30年10月１日　至　令和元年９月30日）

     (単位：千円)

 株主資本
純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 953,350 31,950 950,967 1,936,267 1,936,267

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期
純利益又は親会社株主に帰
属する当期純損失（△）

  53,282 53,282 53,282

当期変動額合計 － － 53,282 53,282 53,282

当期末残高 953,350 31,950 1,004,250 1,989,550 1,989,550

 

当連結会計年度（自　令和元年10月１日　至　令和２年９月30日）

     (単位：千円)

 株主資本
純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 953,350 31,950 1,004,250 1,989,550 1,989,550

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期
純利益又は親会社株主に帰
属する当期純損失（△）

  △38,372 △38,372 △38,372

当期変動額合計 － － △38,372 △38,372 △38,372

当期末残高 953,350 31,950 965,878 1,951,178 1,951,178
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成30年10月１日
　至　令和元年９月30日)

当連結会計年度
(自　令和元年10月１日
　至　令和２年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△）
58,867 △30,697

減価償却費 178,641 171,096

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14,108 12,836

貸倒引当金の増減額（△は減少） 222 360

受取利息及び受取配当金 △5 △4

支払利息 4,076 4,123

固定資産売却損益（△は益） 6,445 －

助成金収入 － △13,439

固定資産除却損 3,069 1,425

未収債権の増減額（△は増加） 45,209 △12,261

たな卸資産の増減額（△は増加） 491 △923

その他の資産の増減額（△は増加） △20,454 5,667

繰延資産償却額 2,513 2,513

仕入債務の増減額（△は減少） 482 △3,009

その他の流動負債の増減額（△は減少） 18,824 △33,375

入会登録保証金の増減額（△は減少） △17,000 △21,000

小計 295,493 83,310

利息及び配当金の受取額 5 4

利息の支払額 △4,081 △4,115

助成金の受取額 － 13,439

法人税等の支払額 △2,081 △12,220

法人税等の還付額 1,538 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 290,874 80,419

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △113,584 △188,620

有形固定資産の売却による収入 5,786 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △107,797 △188,620

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 － 90,000

短期借入金の返済による支出 △30,000 △90,000

入会保証金の返還による支出 △112,842 △119,600

長期借入れによる収入 － 160,000

リース債務の返済による支出 △31,465 △20,463

財務活動によるキャッシュ・フロー △174,307 19,937

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,769 △88,264

現金及び現金同等物の期首残高 202,495 211,264

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 211,264 ※１ 123,000
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　1社

㈱グリル片山津

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の㈱グリル片山津の決算日は、連結決算日と同一であります。

３．会計方針に関する事項

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　たな卸資産

ａ　商品、貯蔵品

主として先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価の切下げの方

法により算定）

ｂ　原材料

最終仕入原価法

(ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。

建物　　15～48年

構築物　10～38年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(ハ）繰延資産の処理方法

　株式交付費

　　３年間で定額法により償却しております。

(ニ）重要な引当金の計上基準

　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社グループは一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(ホ）退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

（ヘ）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　現金及び現金同等物は手許現金及び随時引き出し可能な預金からなっております。

(ト）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（未適用の会計基準等）
 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2020年３月31日　企業会計基準

委員会）

(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的

な会計基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、

FASBにおいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度から、

Topic606は2017年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会に

おいて、収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と

整合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れ

ることを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮す

べき項目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされておりま

す。

(2）適用予定日

令和４年９月期の期首から適用します。

(3）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中

であります。

 

 

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2019年７月４日　企業会計基

準委員会）

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2020年３月31日　企業会計

基準委員会）
 
(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）が、公正価値測定についてほぼ同じ内

容の詳細なガイダンス（国際財務報告基準（IFRS）においてはIFRS第13号「公正価値測定」、米国会計基準

においてはAccounting Standards CodificationのTopic 820「公正価値測定」）を定めている状況を踏ま

え、企業会計基準委員会において、主に金融商品の時価に関するガイダンス及び開示に関して、日本基準を

国際的な会計基準との整合性を図る取組みが行われ、「時価の算定に関する会計基準」等が公表されたもの

です。

企業会計基準委員会の時価の算定に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、統一的な算

定方法を用いることにより、国内外の企業間における財務諸表の比較可能性を向上させる観点から、IFRS第

13号の定めを基本的にすべて取り入れることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮

し、財務諸表間の比較可能性を大きく損なわせない範囲で、個別項目に対するその他の取扱いを定めること

とされております。
 
(2）適用予定日

令和４年９月期の期首から適用します。
 
(3）当該会計基準等の適用による影響

「時価の算定に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で未定

であります。
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（連結貸借対照表関係）

※１　建物保険金差益を取得価額から控除しております。

前連結会計年度
（令和元年９月30日）

当連結会計年度
（令和２年９月30日）

7,082千円 7,082千円

 

（連結損益計算書関係）

※１　一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度                    

（自　平成30年10月１日                 
至　令和元年９月30日）               

当連結会計年度                    
（自　令和元年10月１日                 
至　令和２年９月30日）               

諸給与 102,816千円 107,707千円

退職給付費用 5,587 8,005

 

※２　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成30年10月１日
至　令和元年９月30日）

当連結会計年度
（自　令和元年10月１日
至　令和２年９月30日）

車両運搬具 812千円  －千円

土地 5,632  －

合計 6,445 合計 －

 

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成30年10月１日
至　令和元年９月30日）

当連結会計年度
（自　令和元年10月１日
至　令和２年９月30日）

建物 751千円  289千円

構築物 －  78

機械装置 1,458  －

車両運搬具 361  165

器具備品 498  891

合計 3,069 合計 1,425

 

（連結包括利益計算書関係）

　　　　　該当事項はありません。

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成30年10月1日　至　令和元年9月30日）

１.発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 19,067 － － 19,067

合計 19,067 － － 19,067
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２.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

３.配当に関する事項

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　令和元年10月1日　至　令和２年9月30日）

１.発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 19,067 － － 19,067

合計 19,067 － － 19,067

 

 

２.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

３.配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成30年10月１日
至　令和元年９月30日）

当連結会計年度
（自　令和元年10月１日
至　令和２年９月30日）

現金及び預金勘定 211,264千円 123,000千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 211,264 123,000

 

（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　主として、ゴルフ場コース管理機械（その他器具備品）であります。

 

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「３．会計方針に関する事項　（ロ）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調

達しております。

なお、当連結会計年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により業績が落ち込んだため、「新型コロ

ナウイルス感染症特別貸付」を銀行等金融機関から借入して資金を調達しております。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である営業未収入金については、その大部分がクレジットカードに対する債権であるため信用リ

スクは低いものと認識しております。未払金については、そのほとんどが１年以内の支払期日でありま

す。借入金及び入会保証金並びに入会登録保証金は主として設備投資に係る資金調達を目的としたもので

す。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

資金調達に係る流動性リスクについては担当者が適時に資金繰計画を作成し、更新するとともに、手許流

動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

前連結会計年度（令和元年９月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 211,264 211,264 －

(2）営業未収入金 88,084 88,084 －

資産計 299,349 299,349 －

(1）短期借入金 1,270,000 1,270,000 －

(2）未払金 80,796 80,796 －

(3）リース債務（１年内返済を含む） 58,724 55,926 △2,797

負債計 1,409,520 1,406,722 △2,797

当連結会計年度（令和２年９月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 123,000 123,000 －

(2）営業未収入金 98,991 98,991 －

資産計 221,992 221,992 －

(1）短期借入金 1,270,000 1,270,000 －

(2）未払金 99,655 99,655 －

(3）長期借入金 160,000 156,492 △3,507

(4）リース債務（１年内返済を含む） 36,624 35,242 △1,381

負債計 1,566,279 1,561,390 △4,888

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）営業未収入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

負　債

(1）短期借入金、(2）未払金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

（3）長期借入金、(4）リース債務（１年内返済を含む）
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　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規取引を行った場合に想定される利率で割引いた現

在価値により算出しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前連結会計年度

（令和元年９月30日）
当連結会計年度

（令和２年９月30日）

入会保証金 6,092,150 5,953,500

入会登録保証金 715,000 694,000

　これらについては、将来キャッシュ・フローの発生を合理的に見積もることができないことから、時価を

把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

預金、営業未収入金はすべて決算日後１年以内に償還される予定です。

 

４．社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（令和元年９月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

リース債務 22,100 18,556 9,946 5,918 2,203 －

 

当連結会計年度（令和２年９月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 － － 5,944 65,604 60,854 27,598

リース債務 18,556 9,946 5,918 2,203 － －

 

 

（有価証券関係）

前連結会計年度（令和元年９月30日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（令和２年９月30日）

該当事項はありません。

 

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（令和元年９月30日）

　当社グループは、デリバティブ取引を利用していないので、該当事項はありません。

 

当連結会計年度（令和２年９月30日）

　当社グループは、デリバティブ取引を利用していないので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは、従業員退職金規定に基づく退職一時金制度を採用しております。

　当社及び連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計

算しております

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成30年10月１日
至　令和元年９月30日）

当連結会計年度
（自　令和元年10月１日
至　令和２年９月30日）

退職給付に係る負債の期首残高 241,303千円 255,412千円

退職給付費用 14,251 21,310

退職給付の支払額 143 8,474

退職給付に係る負債の期末残高 255,412 268,248

 

 

(2）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産

の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成30年10月１日
至　令和元年９月30日）

当連結会計年度
（自　令和元年10月１日
至　令和２年９月30日）

   

　退職給付債務 △255,412千円 △268,248千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △255,412 △268,248

   

　退職給付に係る負債 △255,412 △268,248

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △255,412 △268,248

 

 

(3）退職給付費用

 
前連結会計年度

（自　平成30年10月１日
至　令和元年９月30日）

当連結会計年度
（自　令和元年10月１日
至　令和２年９月30日）

   

　簡便法で計算した退職給付費用 14,251千円 21,310千円

 

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（令和元年９月30日）
 

当連結会計年度
（令和２年９月30日）

繰延税金資産      

　税務上の繰越欠損金 21,327千円  28,949千円

　退職給付に係る負債 78,785 〃  82,708 〃

　減損損失 65,999 〃  63,359 〃

　貸倒引当金 2,510 〃  2,620 〃

　会費未収金取消分 3,405 〃  4,052 〃

　一括償却資産 592 〃  618 〃

　未払事業税 1,771 〃  587 〃

繰延税金資産小計 174,391 〃  182,897 〃

　税務上の繰越欠損金に係る評

価性引当額
△19,127 〃  △28,949 〃

　将来減算一時差異等の合計に

係る評価性引当額
△148,758 〃  △153,948 〃

評価性引当額小計 △167,886 〃  △182,897 〃

繰延税金資産合計 6,505 〃  － 〃
 
（注）１．当連結会計年度において、将来の課税所得を見積った結果、回収可能性がないものと判断し、繰延税金資産を

全額取崩しております。

（注）２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（令和元年９月30日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

６年以内

（千円）

６年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越

欠損金(※)
4,511 － － 16,815 － － 21,327

評価性引当額 △2,888 － － △16,239 － － △19,127

繰延税金資産 1,623 － － 575 － － 2,199

(※) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 

当連結会計年度（令和２年９月30日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

６年以内

（千円）

６年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越

欠損金(※)
－ － 16,815 － － 12,134 28,949

評価性引当額 － － △16,815 － － △12,134 △28,949

繰延税金資産 － － － － － － －

(※) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（令和元年９月30日）
 

当連結会計年度
（令和２年９月30日）

法定実効税率 30.46 ％  － ％

　（調整）      

　交際費等永久に損金に算入さ

れない項目
0.62 〃  － 〃

　住民税均等割 1.03 〃  － 〃

　評価性引当額 △23.07 〃  － 〃

　その他 0.44 〃  － 〃

　税効果会計適用後の法人税等

の負担率
9.48 〃  － 〃

（注）当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

 

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自　平成30年10月１日　至　令和元年９月30日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　令和元年10月１日　至　令和２年９月30日）

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成30年10月１日　至　令和元年９月30日）

　当社グループは、単一のセグメントのため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

 

当連結会計年度（自　令和元年10月１日　至　令和２年９月30日）

　当社グループは、単一のセグメントのため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 平成30年10月１日 至 令和元年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一のサービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　連結損益計算書の売上高の10％を占める特定の顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自 令和元年10月１日 至 令和２年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一のサービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　連結損益計算書の売上高の10％を占める特定の顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成30年10月１日 至 令和元年９月30日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 令和元年10月１日 至 令和２年９月30日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成30年10月１日 至 令和元年９月30日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 令和元年10月１日 至 令和２年９月30日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成30年10月１日 至 令和元年９月30日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 令和元年10月１日 至 令和２年９月30日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成30年10月１日　至　令和元年９月30日）

　１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社の場合に限る。）等

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又は

出資金（千

円）

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目 期末残高

　親会社
㈱北國新聞

社
　金沢市 　498,000

　日刊新聞

発行業

（被所有）

直接　40.6

役員の

兼任

債務被保証

銀行の借入

に対する債

務被保証

1,270,000 － －

（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

　銀行の借入に対して、㈱北國新聞社の債務保証を受けております。なお、保証料の支払いは行っておりません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

 　親会社情報

 　㈱北國新聞社（非上場）

 

 

 

 

当連結会計年度（自　令和元年10月１日　至　令和２年９月30日）

　１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社の場合に限る。）等

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又は

出資金（千

円）

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目 期末残高

　親会社
㈱北國新聞

社
　金沢市 　498,000

　日刊新聞

発行業

（被所有）

直接　40.6

役員の

兼任

債務被保証

銀行の借入

に対する債

務被保証

1,270,000 － －

（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

　銀行の借入に対して、㈱北國新聞社の債務保証を受けております。なお、保証料の支払いは行っておりません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

 　親会社情報

 　㈱北國新聞社（非上場）
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成30年10月１日
至　令和元年９月30日）

当連結会計年度
（自　令和元年10月１日
至　令和２年９月30日）

 
１株当たり純資産額 104,345.24円

１株当たり当期純利益 2,794.51円
 

 
１株当たり純資産額 102,332.73円

１株当たり当期純損失（△） △2,012.50円
 

  

（注）１　当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２　１株当たり当期純利益及び１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成30年10月１日
至　令和元年９月30日)

当連結会計年度
(自　令和元年10月１日
至　令和２年９月30日)

親会社株主に帰属する当期純利益又は親

会社株主に帰属する当期純損失（△）

（千円）

53,282 △38,372

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当

期純利益又は親会社株主に帰属する当期

純損失（△）（千円）

53,282 △38,372

普通株式の期中平均株式数（株） 19,067 19,067

 

３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度末
(令和元年９月30日)

当連結会計年度末
(令和２年９月30日)

純資産の部の合計額（千円） 1,989,550 1,951,178

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 1,989,550 1,951,178

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（株）
19,067 19,067

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,270,000 1,270,000 0.33 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 22,100 18,556 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） － 160,000 1.08
令和５年～

令和12年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） 36,624 18,067 －
令和３年～

令和６年

その他有利子負債 － － － －

合計 1,328,724 1,466,624 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 － 5,944 65,604 60,854

リース債務 9,946 5,918 2,203 －

 

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

 

 

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和元年９月30日)
当事業年度

(令和２年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 190,745 92,745

営業未収入金 90,397 98,908

商品 6,596 7,649

貯蔵品 4,934 5,284

前払費用 10,919 10,006

その他 2,007 10,487

貸倒引当金 △8,243 △8,603

流動資産合計 297,357 216,476

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 5,455,016 ※１ 5,459,387

減価償却累計額 △4,366,057 △4,418,801

建物（純額） 1,088,959 1,040,585

構築物 9,660,393 9,846,144

減価償却累計額 △3,828,905 △3,879,447

構築物（純額） 5,831,487 5,966,697

機械及び装置 736,895 738,157

減価償却累計額 △655,978 △661,491

機械及び装置（純額） 80,917 76,666

車両運搬具 242,990 244,034

減価償却累計額 △178,131 △193,663

車両運搬具（純額） 64,858 50,370

工具、器具及び備品 1,007,994 1,032,342

減価償却累計額 △874,744 △874,435

工具、器具及び備品（純額） 133,249 157,906

土地 2,819,809 2,819,809

リース資産 160,840 139,900

減価償却累計額 △106,465 △105,988

リース資産（純額） 54,374 33,911

建設仮勘定 55,080 －

有形固定資産合計 10,128,737 10,145,947

無形固定資産   

借地権 ※２ 67,618 ※２ 67,618

ソフトウエア 3,311 4,283

無形固定資産合計 70,929 71,902

投資その他の資産   

関係会社株式 20 20

出資金 310 310

関係会社長期貸付金 130,000 125,000

取引保証金 80 80

長期前払費用 10,206 1,458

その他 1,375 1,243

繰延税金資産 4,881 －

貸倒引当金 △109,100 △109,800

投資その他の資産合計 37,773 18,311

固定資産合計 10,237,440 10,236,160
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和元年９月30日)
当事業年度

(令和２年９月30日)

繰延資産   

株式交付費 3,798 1,285

繰延資産合計 3,798 1,285

資産合計 10,538,596 10,453,923

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,565 744

短期借入金 1,270,000 1,270,000

リース債務 22,100 18,556

未払金 71,105 91,217

未払費用 11,452 10,699

未払法人税等 13,946 1,944

未払消費税等 25,982 4,821

預り金 40,386 31,094

流動負債合計 1,456,539 1,429,078

固定負債   

リース債務 36,624 18,067

長期借入金 － 140,000

退職給付引当金 229,450 241,919

入会保証金 6,092,150 5,953,500

入会登録保証金 715,000 694,000

固定負債合計 7,073,224 7,047,486

負債合計 8,529,763 8,476,565

純資産の部   

株主資本   

資本金 953,350 953,350

資本剰余金   

資本準備金 31,950 31,950

資本剰余金合計 31,950 31,950

利益剰余金   

利益準備金 49,387 49,387

その他利益剰余金   

別途積立金 920,000 970,000

繰越利益剰余金 54,145 △27,329

利益剰余金合計 1,023,532 992,058

株主資本合計 2,008,832 1,977,358

純資産合計 2,008,832 1,977,358

負債純資産合計 10,538,596 10,453,923
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成30年10月１日
　至　令和元年９月30日)

当事業年度
(自　令和元年10月１日
　至　令和２年９月30日)

営業収入   

名義書換手数料 41,500 59,960

会費等 142,242 143,612

ゴルフ場収入 789,052 694,443

会員入会金 256,800 216,300

食堂、売店手数料収入 28,044 21,870

直売品売上高 18,230 15,750

その他の収入 10,558 6,446

営業収入合計 1,286,428 1,158,383

営業費用   

人件費 260,254 250,972

物件費 319,222 306,105

経費 448,798 424,738

営業費用合計 ※１ 1,028,274 ※１ 981,817

営業総利益 258,154 176,565

一般管理費   

人件費 141,769 143,543

物件費 8,168 7,324

経費 63,280 63,207

一般管理費合計 ※２ 213,218 ※２ 214,076

営業利益又は営業損失（△） 44,935 △37,510

営業外収益   

受取利息 ※３ 425 ※３ 419

受取配当金 3 3

損害保険金 16,351 4,899

受取賃貸料 3,036 3,173

受取報奨金 1,127 1,223

助成金収入 － 6,962

その他 2,534 1,814

営業外収益合計 23,478 18,495

営業外費用   

支払利息 4,076 4,115

貸倒引当金繰入額 － 700

雑損失 714 237

営業外費用合計 4,791 5,052

経常利益又は経常損失（△） 63,622 △24,068

特別損失   

固定資産売却損 ※４ 6,445 ※４ －

固定資産除却損 ※５ 3,069 ※５ 1,425

特別損失合計 9,515 1,425

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 54,107 △25,493

法人税、住民税及び事業税 10,992 1,098

法人税等調整額 △4,881 4,881

法人税等合計 6,110 5,980

当期純利益又は当期純損失（△） 47,997 △31,474
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成30年10月１日　至　令和元年９月30日）

      (単位：千円)

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

 別途積立金
繰越利益剰余
金

当期首残高 953,350 31,950 49,387 1,250,000 △323,851 1,960,835 1,960,835

当期変動額        

別途積立金の取崩    △330,000 330,000 － －

当期純利益又は当期純損失
（△）

    47,997 47,997 47,997

当期変動額合計 － － － △330,000 377,997 47,997 47,997

当期末残高 953,350 31,950 49,387 920,000 54,145 2,008,832 2,008,832

 

当事業年度（自　令和元年10月１日　至　令和２年９月30日）

      (単位：千円)

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

 別途積立金
繰越利益剰余
金

当期首残高 953,350 31,950 49,387 920,000 54,145 2,008,832 2,008,832

当期変動額        

別途積立金の積立    50,000 △50,000 － －

当期純利益又は当期純損失
（△）

    △31,474 △31,474 △31,474

当期変動額合計 － － － 50,000 △81,474 △31,474 △31,474

当期末残高 953,350 31,950 49,387 970,000 △27,329 1,977,358 1,977,358
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式　　移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　商品及び貯蔵品については、先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価の切

下げの方法により算定）によっております。

３．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）については定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。

建物　　15～48年　　構築物　10～38年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）については定額法を採用しております。

　ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

（3）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産についてはリース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しております。

４．繰延資産の処理方法

株式交付費　　３年間で定額法により償却しております。

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）退職給付引当金

　従業員の退職金支給に備えるため、自己都合退職による期末要支給額の100％を計上しております。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（貸借対照表関係）

※１　　建物保険金差益を控除しております。

前事業年度
（令和元年９月30日）

当事業年度
（令和２年９月30日）

7,082千円 7,082千円
 

※２　東コース（現加賀コース）ならびに西コース用地の一部を借地するため支出したもので内訳は次のとお

りです。

 
前事業年度

（令和元年９月30日）
当事業年度

（令和２年９月30日）

国、県、市の補助金返還 14,099千円 14,099千円

地主借入金繰上償還分のかたがわり等 6,894 6,894

地上権等の補償 46,625 46,625

計 67,618 67,618
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（損益計算書関係）

※１　営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

(1）人件費

 
前事業年度

（自　平成30年10月１日
至　令和元年９月30日）

当事業年度
（自　令和元年10月１日
至　令和２年９月30日）

諸給与 73,134千円 69,844千円

退職給付費用 7,186 11,790

キャディ料 122,637 113,166

 

(2）物件費

 
前事業年度

（自　平成30年10月１日
至　令和元年９月30日）

当事業年度
（自　令和元年10月１日
至　令和２年９月30日）

コース管理費 39,809千円 55,052千円

肥料薬品費 78,852 73,166

水道光熱費 75,358 68,170

 

(3）経費

 
前事業年度

（自　平成30年10月１日
至　令和元年９月30日）

当事業年度
（自　令和元年10月１日
至　令和２年９月30日）

リース料 8,189千円 6,170千円

公租公課 72,880 71,974

減価償却費 168,626 164,765

 

※２　一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

(1）人件費

 
前事業年度

（自　平成30年10月１日
　　至　令和元年９月30日）

当事業年度
（自　令和元年10月１日
　　至　令和２年９月30日）

役員報酬 19,380千円 14,791千円

諸給与 102,816 107,707

退職給付費用 5,587 8,005

福利厚生費 13,864 12,743

 

(2）経費

 
前事業年度

（自　平成30年10月１日
　　至　令和元年９月30日）

当事業年度
（自　令和元年10月１日
　　至　令和２年９月30日）

諸手数料 11,016千円 11,620千円

減価償却費 12,322 8,844
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※３　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度
（自　平成30年10月１日
至　令和元年９月30日）

当事業年度
（自　令和元年10月１日
至　令和２年９月30日）

関係会社よりの受取利息 423千円  418千円

 

 

 

 

※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成30年10月１日
至　令和元年９月30日）

当事業年度
（自　令和元年10月１日
至　令和２年９月30日）

車両運搬具 812千円  －千円

土地 5,632  －

合計 6,445 合計 －

 

 

 

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成30年10月１日
至　令和元年９月30日）

当事業年度
（自　令和元年10月１日
至　令和２年９月30日）

建物 751千円  289千円

構築物 －  78

機械装置 1,458  －

車両運搬具 361  165

工具、器具及び備品 498  891

合計 3,069 合計 1,425

 

 

（有価証券関係）

前事業年度（令和元年９月30日）

　子会社株式（貸借対照表計上額　20千円）は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから記載しておりません。

 

当事業年度（令和２年９月30日）

　子会社株式（貸借対照表計上額　20千円）は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（令和元年９月30日）
 

当事業年度
（令和２年９月30日）

繰延税金資産      

　税務上の繰越欠損金 16,815千円  26,977千円

　退職給付引当金 69,890 〃  73,688 〃

　減損損失 65,999 〃  63,359 〃

　貸倒引当金 35,742 〃  36,065 〃

　会費未収金取消分 3,405 〃  4,052 〃

　一括償却資産 592 〃  618 〃

　未払事業税 1,771 〃  587 〃

繰延税金資産小計 194,217 〃  205,349 〃

　税務上の繰越欠損金に係る評

価性引当額
△16,239   △26,977  

　将来減算一時差異等の合計に

係る評価性引当額
△173,095 〃  △178,372 〃

評価性引当額小計 △189,335   △205,349  

繰延税金資産合計 4,881 〃  － 〃

（注）当事業年度において、将来の課税所得を見積った結果、回収可能性がないものと判断し、繰延税金資産を

全額取崩しております。

 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（令和元年９月30日）
 

当事業年度
（令和２年９月30日）

 

法定実効税率

 

30.46

 

％
 

 

－

 

％

　（調整）      

　交際費等永久に損金に算入さ

れない項目
0.67 〃  － 〃

　住民税均等割 0.99 〃  － 〃

　評価性引当額 △20.67 〃  － 〃

　その他 △0.16 〃  － 〃

　税効果会計適用後の法人税等

の負担率
11.29 〃  － 〃

（注）当事業年度は税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　該当事項はありません。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額また
は償却累計額
(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残高
（千円）

有形固定資産        

建物 5,455,016 10,162 5,791 5,459,387 4,418,801 58,246 1,040,585

構築物 9,660,393 187,151 1,400 9,846,144 3,879,447 51,864 5,966,697

機械及び装置 736,895 1,261 － 738,157 661,491 5,512 76,666

車両運搬具 242,990 2,253 1,210 244,034 193,663 16,575 50,370

工具、器具及び備品 1,007,994 42,186 17,838 1,032,342 874,435 16,637 157,906

土地 2,819,809 － － 2,819,809 － － 2,819,809

リース資産 160,840 － 20,940 139,900 105,988 20,463 33,911

建設仮勘定 55,080 128,520 183,600 － － － －

有形固定資産計 20,139,020 371,535 230,779 20,279,775 10,133,828 169,299 10,145,947

無形固定資産        

借地権 67,618 － － 67,618 － － 67,618

ソフトウエア 7,556 2,770 － 10,326 6,042 1,797 4,283

無形固定資産計 75,174 2,770 － 77,944 6,042 1,797 71,901

長期前払費用 26,244 － － 26,244 24,786 8,748 1,458

繰延資産

　株式交付費

 
7,539

 
－

 
－

 
7,539

 
6,254

 
2,513

 
1,285

　（注）当期増加額のうち、主なものは次のとおりです。

　資産の種類 （増加）

　建物

ボイラー設備　制御盤取替　　　　　　　　　　　　　 1,050千円

災害報知設備　自動火災報知受信機　　　　　　　　　　1,800千円

冷暖房設備　空調設備外　　　　　　　　　　　　　　　2,120千円

給排水設備　給水管盛替外　　　　　　　　　　　　　　 613千円

電気設備　照明ＬＥＤ化　　　　　　　　　　　　　　　 990千円

電気設備　西コース高圧ケーブル　　　　　　　　　　　1,680千円

スタート前　電動庇　　　　　　　　　　　　　　　　　 513千円

　構築物

西コース　だいにち乗用カート路　　　　　　　　　　170,000千円

ゴルフコース　白山13番池改修　　　　　　　　　　　　2,700千円

ゴルフコース　西コースバンカー改修　　　　　　　　　7,276千円

新泉源開発費　北稜温泉ポンプ替外　　　　　　　　　　1,580千円

　機械及び装置 揚水、給水設備　制御盤外　　　　　　　　　　　　　　1,261千円

　車両運搬具

自動車　トヨタアクシオ（中古）　　　　　　　　　　　 248千円

電動カート　白山コース用バッテリー替　　　　　　　　1,320千円

乗用カート　バッテリー外　　　　　　　　　　　　　　 685千円

　工具、器具及び備品

主とし金属　パソコン端末更新Ｗｉｎ10対応　　　　　 17,464千円

主とし金属　プリンター更新　　　　　　　　　　　　　1,915千円

主とし金属　西コース　ロッカー更新　　　　　　　　　6,890千円

主とし金属　管理機械　芝刈機外　　　　　　　　　　　4,543千円

主とし金属　管理機械　西コース　　　　　　　　　　　5,615千円

主とし金属　加賀－練習場放送設備　　　　　　　　　　1,400千円

厨房設備　食堂製氷機　　　　　　　　　　　　　　　　 580千円

アクリル板、検温機（新型コロナ対策）　　　　　　　　1,300千円

西コース　だいにちヤード板　　　　　　　　　　　　　 864千円
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　資産の種類 （増加）

　無形固定資産 ソフトウエア　軽減税率対応プログラム外　　　　　　　2,770千円

 

当期減少額のうち、主なものは次のとおりです。

　資産の種類 （減少）

　建物

冷暖房設備　喫茶外　空調　　　　　　　　　　　　　1,256千円

災害設備　自動火災報知機受信機　　　　　　　　　　1,204千円

電気設備　高圧引込設備　　　　　　　　　　　　　　1,350千円

その他付帯設備　スタート前電動庇　　　　　　　　　1,980千円

　構築物 新泉源開発費　北稜温泉予備ポンプ　　　　　　　　　1,400千円

　車両及び運搬具 電動カート　バッテリー　　　　　　　　　　　　　　1,210千円

　器具及び備品

主とし金属　パソコン、プリンター外　　　　　　　　2,075千円

主とし金属　練習場放送設備　　　　　　　　　　　　1,781千円

西コース　システムロッカー　　　　　　　　　　　 13,565千円

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 117,343 1,537 － 476 118,403

　（注）当期減少額（その他）は回収によるものであります。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 10月１日から９月30日まで

定時株主総会 12月中

基準日 ９月30日

株券の種類 １株券、３株券、６株券、10株券及び100株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日

１単元の株式数

（当社は単元株式制度を採用し

ていない）

－

株式の名義書換え  

取扱場所
石川県加賀市新保町ト１番地の１

　北陸観光開発株式会社　総務課

株主名簿管理人 なし

取次所 なし

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 併合によるもの又は併合以外のもの共実費

単元未満株式の買取り 該当なし

公告掲載方法 金沢市において発行する北國新聞

株主に対する特典

３株以上の個人株主および法人株主は理事会の承認を得、かつ所定の入会

保証金及び入会金等を支払って、片山津ゴルフ倶楽部の会員となる事が出

来る。

（注）すべての株式は譲渡制限株式であり、譲渡には取締役会の承認が必要となります。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第63期）（自　平成30年10月１日　至　令和元年９月30日）令和元年12月26日北陸財務局長に提出

(2)半期報告書

　（第64期中）（自　令和元年10月１日　至　令和２年３月31日）令和２年６月29日北陸財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 

  令和２年12月24日

北陸観光開発株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 太陽有限責任監査法人  

 北陸事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 五十嵐　忠　印

 
 

 
   

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる北陸観光開発株式会社の令和元年10月１日から令和２年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、北陸

観光開発株式会社及び連結子会社の令和２年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

連結財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・ 連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見

に対して責任を負う。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を

含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上

 
 
　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  令和２年12月24日

北陸観光開発株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 太陽有限責任監査法人  

 北陸事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 五十嵐　忠　印

     

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる北陸観光開発株式会社の令和元年10月１日から令和２年９月30日までの第64期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、北陸観光

開発株式会社の令和２年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を

含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　　上

 
 
　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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